様式例⑥【プログラム著作権・データベース著作権譲渡契約書】
契約書番号○○○○
プログラム著作権・データベース著作権譲渡契約書

○○大学（以下「甲」という。）と、第２条記載の著作者（以下「乙」という。）とは、第１条記載の著作権の譲渡につき、以下の通り合意した。

（権利譲渡の確認）

第１条　乙は、甲に対し、乙の創作した下記の著作物に関する全ての著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定する権利及び外国における著作権に相当する権利を含む）（以下、「本著作権」という）を譲渡する。※１

　    著作物整理番号：

      著作物の名称：

（著作者）

第２条　学内における本著作権の著作者の氏名及び権利持分は下記のとおりである。※２

記

氏名　　　　　   、      持分     ％、  

氏名　　　       、      持分     ％、  

　２　乙は、甲に対して、乙の知る限り、乙の他に本学の職員又は学生で本著作権の著作者は存在しないことを保証する。※３

（対価※４）

第３条　甲は、本著作権の活用によりその名目にかかわらず収入を得た場合、○○規程に基づいて収入を下記のとおり配分する。
　　　一　（著作者個人への対価の支払いについて記載する。）

　　　二　（研究費の配分について記載する。）

（費用負担）

第4条 　甲は、本著作権の管理等に費用を要する場合であっても、乙に対して負担を求めないものとする。
（著作者人格権の行使の制限）

第５条　乙は、本著作権の対象となる著作物の著作者人格権を甲及び第三者に対して行使しないものとする。※５

（譲渡後の処理）

第６条　乙は、甲に対し、甲の要請により本著作権に関する資料及び情報を提供する。
　２　乙は、甲に対し、甲の要請を受けたときは直ちに技術的な知見を教授し、本著作　　

　　　　権の活用を円滑ならしめるように最大限努力する。
（裁判管轄）

第７条　本契約に関する訴えは、○○地方裁判所の管轄に属する。※６

（住所等変更届出義務※７）

第８条　乙は、届出している住所、所属に変更が生じた場合には、速やかに甲に届け出なければならない。

２　前項の届出がない場合、甲は乙に対して対価の支払いについて遅滞の責めを負わない。

以上、本契約締結の証として、本書　通を作成し、甲・乙各署名（記名）押印のうえ各々１通を保管する。

平成　　年　　月　　日

（甲）
住所  ： 

大学名：  

氏名  ：  　　　　　　　　 　   　 eq \o\ac(○,印)
（乙）
住所  ：

氏名  ：　　　　　　　　　　     　 eq \o\ac(○,印)
（乙）
住所  ：

氏名  ：　　　　　　　　　     　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　
（本様式例の解説）

本様式例は、研究者が大学へ著作権を譲渡する際に使用するものである。大学職員から著作権を承継する場合にも、学生から著作権を任意で承継する場合にも使用することができる。

学生から権利を承継する場合には、発明に準じて、承継の趣旨について十分に理解を得ることが必要である。

※１　著作権法第６１条第２項により、第２７条（二次的著作物を創作する権利）、第２８条（二次的著作物に対する原著作者の権利）の権利については、契約書に明記しない限り、譲渡した者に権利が留保されたものと推定される。
　例文では、著作物を広範に利用許諾できるよう、すべての著作権を譲渡することになっているが、個々の事情（利用許諾先の本著作権の利用態様）や著作者の意向を考慮して譲渡を受ける範囲を決める必要がある。
参考

	著作権法（抄）（昭和四十五年五月六日法律第四十八号）
（著作権の譲渡） 

　　第六十一条 　著作権は、その全部又は一部を譲渡することができる。 

２ 　著作権を譲渡する契約において、第二十七条又は第二十八条に規定する権利が譲渡の目的として特掲されていないときは、これらの権利は、譲渡した者に留保されたものと推定する。 

（翻訳権、翻案権等） 

　　第二十七条 　著作者は、その著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映画化し、その他翻案する権利を専有する。 

（二次的著作物の利用に関する原著作者の権利） 

　　第二十八条 　二次的著作物の原著作物の著作者は、当該二次的著作物の利用に関し、この款に規定する権利で当該二次的著作物の著作者が有するものと同一の種類の権利を専有する。 


※２

各大学の配分ルールに基づいて、適宜、加筆・修正等を行う必要がある。本例は著作者間で創作の貢献度に応じて対価を支払う場合を想定している。

※３

本譲渡契約書は、大学職員の著作権の承継及び学生の著作権の任意の承継をするためのものであり、企業等の共同著作者は対象外である。企業等の共同著作者がいる場合は、著作権法第６５条に基づく相手方からの同意も別途必要となる。

また、別の問題として、当該著作権が二次的著作物であり、原著作物の著作権が別の者に帰属している場合もありうる。

その場合、原著作者からも、譲渡を受けるか利用許諾を得ておく必要があり、権利の譲渡を受ける際には、十分に権利関係を確認する必要がある。

参考

	著作権法（抄）（昭和四十五年五月六日法律第四十八号）
（共有著作権の行使） 

第六十五条 　共同著作物の著作権その他共有に係る著作権（以下この条において「共有著作権」という。）については、各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、その持分を譲渡し、又は質権の目的とすることができない。

２～４　（略）


※４

対価の配分は、大学毎に支払条件が異なるので、適宜修正して使用する必要がある。

※５

著作物の利用許諾を円滑ならしめるため、本様式例では著作者人格権不行使特約を採用した。

しかしながら、大学は、著作者の人格的な利益に最大限配慮し、利用許諾先が著作者の名誉・声望を害するような態様で著作物を利用しないよう、利用許諾先とのライセンス契約で条件を定める必要がある。

※６

外国人研究者が含まれる場合、準拠法について言及するか否か検討する必要がある。

※７　

著作権の発生から権利の消滅までには長期間を要することから、著作者に住所変更等について届出義務を課した。学生が著作者に含まれる場合、特に重要となる。

PAGE  

